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4,5 4,5 0
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（ 重 要 な 会 計 方 針 ） 
 
１．有価証券の評価基準および評価方法  
(1)子会社株式および関連会社株式 
(2)その他有価証券 
時価のあるもの 

総平均法による原価法 
 
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 総平均法による原価法 
  
２．たな卸資産の評価基準および評価方法  
(1)商 品 売価還元法による原価法 

ただし、生鮮食品は最終仕入原価法 
(2)貯 蔵 品 最終仕入原価法 

  
３．固定資産の減価償却の方法  
(1)有形固定資産  
児島店ほか 4 店舗の有形固定資産および平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物（建物附属設備を除く。） 

 定額法 
上 記 以 外 定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物      15～39 年 
構築物     10～50 年 
器具及び備品   5～10 年 

(2)無形固定資産および長期前払費用 定額法 
 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（5 年）に基づく定額法によっております。 
  
４．引当金の計上基準  
(1)貸 倒 引 当 金 
期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞 与 引 当 金 
従業員の賞与支給にあてるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3)退 職 給 付 引 当 金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期
末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（379,847 千円）については、5 年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に
よる定額法により、それぞれ発生の翌期より費用処理しております。 

(4)投 資 損 失 引 当 金 
子会社等に対する投資損失に備えるため、各社の財政状態等を勘案し、所要額を計上しております。 

 
５．割賦販売および営業貸付金の会計処理基準 

割賦債権および営業貸付金（キャッシングサービス）に係る利息収入は、残債方式による発生基準によ
って、営業収入に計上しております。 
 

６．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

７．ヘッジ会計の方法  
 (1)ヘッジ会計の方法  

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。 
 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象   
 ヘ ッ ジ 手 段 金利スワップ取引 
 ヘ ッ ジ 対 象 借入金の利息 
 (3)ヘッジ方針  

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別
契約ごとに行っております。 

 
８．消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 
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（会計処理方法の変更） 
 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第 6 号）が平成 16 年 3 月 31 日に終了する事
業年度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準および同適
用指針を適用しております。 
これにより税引前当期純利益が 656,888 千円減少しております。 
なお、減損損失累計額につきましては、改正後の財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。  
 
（ 追 加 情 報 ） 
 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布され、平
成 16 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当事業年度か
ら「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成 16
年 2 月 13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付加価値割および資本
割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 
この結果、販売費及び一般管理費が 52,100 千円増加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益

が同額減少しております。 
 
（ 注 記 事 項 ） 

（前  期）  （当  期） 
１．有形固定資産の減価償却累計額  １．有形固定資産の減価償却累計額 
 32,456,799 千円   33,229,461 千円 
   
２．自己株式の数および貸借対照表価額  ２．自己株式の数および貸借対照表価額 
 自 己 株 式 の 数 

貸 借 対 照 表 価 額 
98 株 
91 千円 

  自 己 株 式 の 数 
貸 借 対 照 表 価 額 

98 株 
91 千円 

    
３．リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引に
係る注記 

 ３．リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引に
係る注記 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額および期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額、減損損失累計額相当額および期末残高
相当額 

 取 得 
価 額 
相 当 額 

減 価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 取 得 
価 額 
相 当 額 

減 価償却 
累 計 額 
相 当 額 

減損損失 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 
建 物 

千円 
298,932 

千円 
231,316 

千円 
67,615 

 
建 物 

千円 
298,932 

千円 
274,021 

千円 
－ 

千円 
24,911 

機 械 及 び 装 置 20,528 15,885 4,643 機 械 及 び 装 置 20,528 18,817 － 1,710 

器 具 及 び 備 品 451,209 293,870 157,339 器 具 及 び 備 品 451,209 363,197 12,687 75,324 

合 計 770,670 541,072 229,598 

 

合 計 770,670 656,036 12,687 101,945 
 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期
末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定して
おります。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期
末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定して
おります。 

(2)未経過リース料期末残高相当額  (2)未経過リース料期末残高相当額およびリース
資産減損勘定期末残高 

    未経過リース料期末残高相当額 
 １ 年 以 内
１ 年 超 

117,163 千円 
112,434 千円 

１ 年 以 内 
１ 年 超 

 68,544 千円 
33,401 千円 

計 229,598 千円 

 

計 101,945 千円 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未
経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

  リース資産減損勘定期末残高 10,489 千円 
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（前  期） （当  期）
(3)支払リース料および減価償却費相当額  (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額および減損損失 
支 払 リ ー ス 料 
減 価 償 却 費 相 当 額 

155,991 千円 
155,991 千円 

 支 払 リ ー ス 料 
リース資産減損勘定の取崩額 
減 価 償 却 費 相 当 額 
減 損 損 失 

114,964 千円 
  2,198 千円 
114,964 千円 
12,687 千円 

(4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし､残存価額を零と

する定額法によっております。 
 
 

同    左 

     
４．担保資産  ４．担保資産  
 担保に供している資産  担保に供している資産 

建 物 
土 地 

3,953,903 千円
4,712,724 千円 

 建 物 
土 地 

3,391,864 千円 
6,496,678 千円 

計 8,666,628 千円 計 9,888,543 千円 
 上記担保資産に対応する債務の額 上記担保資産に対応する債務の額 

社 債 
長 期 借 入 金 

5,000,000 千円
274,100 千円 

 社 債 
長 期 借 入 金 

5,000,000 千円 
131,300 千円 

計 5,274,100 千円 計 5,131,300 千円 
    
５．保証債務  ５．保証債務  

下記関係会社等の金融機関からの借入に対
し、保証予約を行っております。 

 下記関係会社等の金融機関からの借入に対
し、保証予約を行っております。 

 (株)ハ ピ ー マ ー ト 
(株)コアプランニング 
(協)久世ロマンチックタウン 

6,514,340 千円 
250,000 千円 
73,460 千円 

 (株)ハ ピ ー マ ー ト 
(株)コアプランニング 
(協)久世ロマンチックタウン 

4,630,280 千円 
250,000 千円 
62,780 千円 

計 6,837,800 千円 計 4,943,060 千円 
 
   ６．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損
失を計上いたしました。 
用途 種 類 場 所  

店舗 建物、土地、
その他 

岡山県および
香川県 

 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小
の単位として、店舗を基本単位に資産をグル
ーピングしております。 
営業活動から生ずる損益が継続してマイナ

スである資産グループや土地の時価の下落が
著しい資産グループについて帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減損額を減損損失
（656,888 千円）として特別損失に計上してお
ります。 
減損損失の内訳は、建物 145,770 千円、土地
341,449 千円、その他 169,668 千円であります。 
なお、当資産グループの回収可能価額は正味
売却価額または使用価値により測定しており
ます。正味売却価額については、土地は公示
価格および固定資産税評価額等を基準とし
て、その他の資産は零として評価しておりま
す。また、使用価値については、将来キャッ
シュ・フローを 5.0％で割り引いて算定してお
ります。 
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（税効果会計関係）   
  （前  期） （当  期） 
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動） 
 賞与引当金 

未払事業税否認額 
その他 

86,258 千円 
48,489 千円 
5,076 千円 

 81,850 千円 
76,579 千円 
5,174 千円 

 繰延税金資産（流動）純額 139,824 千円  163,605 千円 
繰延税金資産（固定） 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 
減損損失 
投資損失引当金 
その他 

854,688 千円 
－    
－    

12,826 千円 

 963,289 千円 
254,618 千円 
147,606 千円 
11,170 千円 

 繰延税金資産（固定）小計 
評価性引当額 

867,515 千円 
－    

 1,376,685 千円 
△147,606 千円 

 繰延税金資産（固定）合計 867,515 千円  1,229,079 千円 
繰延税金負債（固定）   

 固定資産圧縮積立金 
その他有価証券評価差額金 

△147,276 千円 
△ 63,765 千円 

  △147,276 千円 
△142,825 千円 

△211,042 千円  △290,102 千円 繰延税金負債（固定）合計 
繰延税金資産（固定）純額 656,472 千円  938,977 千円 

    
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 
 法定実効税率  41.7 ％ 40.4 ％ 
 （調 整）    
 交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 
住民税均等割額 
評価性引当額 
留保金課税 
その他

0.3 ％ 
 △5.1 ％ 
3.3 ％ 
－   
6.4 ％ 
0.8 ％ 

 0.7 ％ 
△6.4 ％ 
6.3 ％ 
26.8 ％ 
19.0 ％ 
0.3 ％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.4 ％  87.2 ％ 
     
 
（ 有価証券関係 ） 
 
（ 前  期 ） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
（ 当  期 ） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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( : )

( )

 605, 9 68, 42  437,048 

これを次のとおり処分いたします。     

 28,874 28,874  0 

 ( 2 50 ) ( 2 50 )   

 450,000  450,000 

 450,000  450,000 

26,3 6 39,268 2,95

     

(注) 
 
 

当期は平成 17 年 11 月 11 日に 28,874 千円（1 株につき 2 円 50 銭）の中間配当を実施いたしました。 
期末配当金 2 円 50 銭とあわせて、当期の年間配当金は 1 株につき 5 円となります。 
 

( : )

    

(
自 平成 16 年 3 月 1 日
至 平成 17 年 2 月 28 日 ) ( 

当     期 
自 平成 17 年 3 月 1 日
至 平成 18 年 2 月 28 日 ) ( )

2,08 ,422

20,6 4,9

4,69 ,586

7.

29.2

6.6

,44 ,868

9,8 8, 89

4,324,5 9

6.8

29.

6.4

639,553

796,722

367,067

94.7

96.

92.2

 37,387,920 52.9 35,584,576 52.3 ,803,343 95.2 

,704,200

4,004,934

,590,355

2,934,547

5,336,943

2.4

5.7

2.2

4.2

7.6

,669, 39

3,864,656

,485,739

2,749,477

5, 54,882

2.4

5.7

2.2

4.0

7.6

35,060

40,277

04,6 6

85,069

82,060

97.9

96.5

93.4

93.7

96.6

5,570,980 22. 4,923,895 2 .9 647,084 95.8 

3,472, 7

,697,943

,070,54

,863,437

3,353,903

4,863,669

4.9

2.4

.5

2.6

4.8

6.9

3,384,764

,690,7 6

964,806

,822, 52

3,3 4,699

4,825,662

5.0

2.5

.4

2.7

4.8

7.

87,406

7,226

05,735

4 ,285

39,203

38,007

97.5

99.6

90.

97.8

98.8

99.2

6,32 ,667 23. 6,002,802 23.5 3 8,865 98.0 

 308, 40 0.4 297,6  0.4 0,529 96.6 

 69,588,708 98.5 66,808,885 98. 2,779,822 96.0 

,037,966 .5 ,326,505 .9 288,539 27.8

 70,626,674 00.0 68, 35,39 00.0 2,49 ,283 96.5 

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。 
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役 員 の 異 動 
 
１．代表者の異動 
 

該当事項はありません。 
 
２．その他の役員の異動（平成１８年５月２５日予定） 
 
(1) 新任取締役候補者 
 

取 締 役        土 屋 信 明 （現 株式会社ハピーマート代表取締役社長） 
 
(2) 新任監査役候補者 
 

監 査 役        森   俊 之 （現 株式会社岡山情報処理センター代表取締役社長） 
 
 
(3) 退任予定取締役 
 

取 締 役（社外）    村 上 久 平 
 
 
（注） 当社は法令が定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、監査役補欠者１名の選任を予定しております。 
 

監査役補欠者の候補者     赤 木 周 一 （現 株式会社天満屋経営企画グループ部長） 
     

なお、赤木周一氏は、社外監査役の要件を満たしております。  
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